
別表（第４、６関係） 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

１ 

⑴ 

ア
復
職
研
修
及
び
就
労
環
境
改
善
事
業 

 

１１，１４０千円 

 

１ 実施要綱第３の１（１）ア①に定める事業を実施する

ために必要な経費 

  ただし、復職後に実施する研修については、復職日か

ら３ヶ月までに実施するものに限る。 

 

（１）人件費 

  指導担当医、指導担当看護職員、研修プログラム責任

者、相談員等に係る給与費（法定福利費、賞与、手当含

む）、報酬、報償費、賃金 

 

（２）その他必要と認める経費（研修経費） 

  医学研究材料費、消耗品費、一般需用費、役務費、使

用料及賃借料、備品購入費（一品３０万円未満）、図書購

入費 

 

２ 実施要綱第３の１（１）ア②に定める事業を実施する

ために必要な経費 

 

（１）人件費 

  代替医師及び看護職員の給与費（法定福利費、賞与、

手当含む。ただし、代替として勤務した部分に限る。）報

酬、報償費、賃金 

 

（２）その他必要と認める経費 

  旅費、備品購入費（一品３０万円未満） 

 

２分の１ 

 

     

２
（
加
算
事
業
） 

 

１１，１４０千円 

 

上記のうち、救急医療体制を確保するために必要な経費 

 

４分の１（加算） 

 

ただし、申請を行

う年度の前年１

年間（１月１日か

ら１２月３１日）

の救急車年間受

入 2,000 件以上

の医療機関 

 

 

 



１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

１ 

⑴ 

イ
相
談
窓
口
事
業 

 

７，０９３千円 

 

１ 実施要綱第３の１（１）イに定める事業を実施するた

めに必要な経費 

 

（１）人件費 

  事業を実施するために必要な給与費（法定福利費、賞

与、手当含む）、報酬、報償費、賃金 

 

（２）その他必要と認める経費 

  旅費、一般需用費、役務費、使用料及賃借料、委託料、

備品購入費（一品３０万円未満） 

 

 

 

２分の１ 

 

  

２
（
加
算
事
業
） 

 

７，０９３千円 

 

上記のうち、救急医療体制を確保するために必要な経費 

 

４分の１（加算） 

 

ただし、申請を行

う年度の前年１

年間（１月１日か

ら１２月３１日）

の救急車年間受

入 2,000 件以上

の医療機関 

 



１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

１ 

⑵ 

チ
ー
ム
医
療
推
進
の
取
組 

６，７００千円 １ 実施要綱第３の１（２）アに定める事業を実施するた

めに必要な経費 

（１）人件費 

 ① 医師事務作業補助者及び看護補助者の配置に要す

る専門研修受講のための代替職員の給与費（法定福利

費、手当含む）、報酬、報償費、賃金 

   ただし、１病院あたり４３４千円×事業月数を限度

とする。 

 ② 医師事務作業補助者及び看護補助者の配置に伴う

研修に要する、研修講師、管理責任者に係る給与費（法

定福利費、手当含む）、報酬、報償費、賃金 

（２）その他必要と認める経費 

  教材費、研修参加費、旅費、一般需用費、役務費、使

用料及賃借料、委託料、備品購入費（一品３０万円未満） 

  ただし、（１）②及び（２）を合わせて、医師事務作業

補助者及び看護補助者１人につき、１，０００千円、２

人目以降、１人につき、６７０千円を限度とする。 

 

２ 実施要綱第３の１（２）イに定める事業を実施するた

めに必要な経費 

（１）人件費 

 ① 医師の業務負担軽減のため、専門性の高い看護師の

育成に必要な研修受講に係る看護師の給与費（法定福

利費、手当含む）、報酬、報償費、賃金 

 ② 院内助産、助産師外来の開設等に伴う助産師の給与

費（法定福利費、賞与、手当含む）、報酬、報償費、賃

金 

   ただし、開設準備期間等６ヶ月を限度とする。 

（２）その他必要と認める経費 

  教材費、研修参加費、旅費、一般需用費、役務費、使

用料及賃借料、委託料、備品購入費（一品３０万円未満） 

２分の１ 

 

２
（
加
算
事
業
） 

６，７００千円 上記のうち、救急医療体制を確保するために必要な経費 ４分の１（加算） 

 

ただし、申請を行

う年度の前年１

年間（１月１日か

ら１２月３１日）

の救急車年間受

入 2,000 件以上

の医療機関 

 



１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

１ 

⑶ 

勤
務
環
境
改
善
施
設
整
備
事
業 

 

基準面積（３０㎡）に次に

掲げる表に定める単価を

乗じた額 

 

※実面積及び実単価が基

準面積及び基準単価を下

回る場合は、当該実面積

及び実単価で基準額を算

定するものとする。 

 

実施要綱第３の１（３）に定める施設整備に

要する経費 

 ただし、次に掲げる費用を除く。 

 

１ 土地の取得又は整地に要する費用 

２ 門、さく、塀及び造園工事並びに通路敷設

に要する費用 

３ 設計その他工事に伴う事務に要する費用 

４ 既存建物の買収に要する費用 

５ その他施設整備費として知事が適当と認

めない費用 

 

３分の２ 

 

構造別 単価（円／㎡）

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 168,000

ブロック 146,700

木造 168,000



１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

１ 

⑶ 

勤
務
環
境
改
善
設
備
整
備
事
業 

 

３，８１１千円 

 

実施要綱第３の１（３）に定める設備整備に

要する経費 

ただし、一品の価格が原則として、３００千

円以上の備品の購入費 

 

 

３分の２ 

 


